
 

第２章 安心していきいきと暮らすために 

 

 １ 生涯福祉の推進  

 

決 算 額 ４６，４２０ 千円 
事 業 名 市社会福祉協議会事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 １，４００ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － １ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ４５，０２０ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 市社会福祉協議会事業の推進を図るため，その事業に対し助成を行いました。 

市社会福祉協議会事業に対し助成することにより，地域に密着した福祉の向上が図られ

ました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 ◎市社会福祉協議会事業推進費補助 

 ・福祉活動専門員設置事業         4,356,560円 

 ・在宅福祉活動支援事業         16,889,513円 

 ・地域福祉推進ネットワーク推進事業    5,791,446円 

 ・地区社協活動費補助事業         1,600,000円 

・ボランティア傷害保険事業         315,000円 

 ・心配ごと相談事業             139,500円 

 ・富里市ボランティアセンター設置事業   4,490,000円 

 ・事務局長設置事業            4,140,976円 

 ・派遣職員人件費及びバス維持管理事業   8,696,980円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 ２ 子育てへの支援   

 

決 算 額 ３，２６２ 千円 
事 業 名 放課後児童健全育成運営事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 １，３０４ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １，９５８ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校低学年の児童等に，授業の終了後に適切

な遊びと生活の場を提供するため，日吉台学童クラブ及び富里南学童クラブへの事業委託を

して放課後の児童の健全な育成を図りました。 

また,同事業を実施している民間施設に補助金を交付し,事業の推進を図りました。 

 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 ◎日吉台学童クラブ 月３５～４０名の児童を受け入れ 

◎富里南学童クラブ 月１６～２０名の児童を受け入れ 

 

 

 

決 算 額 １５，２３０ 千円 
事 業 名 放課後児童健全育成施設整備事

業 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 １２，７３７ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２，４９３ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校低学年の児童等に，授業の終了後に適切

な遊びと生活の場を提供するため，市立富里南小学校の余裕教室等を活用して富里南学童

クラブを設置しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 

◎富里南学童クラブ 

・延床面積121.94㎡ 

・開設 10月１日 

・入所者 20名（３月末日現在） 
・富里南学童クラブ運営委員会へ委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ２，０１１ 千円 
事 業 名 家庭児童相談室運営事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２，０１１ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 子どもの性格や生活習慣，学校生活，家族関係など家庭が抱えるさまざまな問題や悩み

に専門的に応じ，家庭における児童福祉の向上に努めました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 平成 16年度相談実績…延べ 820件  
内訳…家族関係195件，福祉環境208件，学校生活156件，非行75件， 

その他186件 

 

 

決 算 額 ４，５００ 千円 
事 業 名 次世代育成支援対策地域行動計

画策定事業 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ４，５００ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 平成 15年に次世代育成対策推進法が制定され，富里市次世代育成支援行動計画を策定

しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 

 

◎次世代育成支援行動計画書 200部 

◎次世代育成支援行動計画概要版 1,000部 

◎アンケート集計結果報告書 200部 

◎子育て応援ブック 1,000部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ８５３ 千円 
事 業 名 子育て応援事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ４２６ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ４２７ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

地域の子育ての拠点である全ての認可保育所が子育て支援センターとしての機能を発

揮できるよう支援しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

富里保育園   500,000円 

こひつじ保育園 353,000円 

 
 

 

決 算 額 ２１７，００５ 千円 
事 業 名 児童手当等給付事業 

国 支 出 金 １５７，１２３ 千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ２９，９４１ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 ２ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２９，９４１ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 就学前の児童を養育している方に児童手当等を支給し,家庭における生活の安定と児童

の健全な育成及び資質の向上に努めました。 

平成 16年４月１日から児童手当制度が拡充され，小学校３学年修了前（９歳到達後最

初の年度末）までに拡大されました。 

 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 ◎児童手当等の給付状況 

  ・被 用 者                延べ 7,146人   40,765千円 

  ・非被用者           延べ 4,855人   28,055千円 

  ・特例給付           延べ 1,587人   8,825千円 

    ・被用者小３終了前特例給付   延べ15,479人   87,760千円 

  ・非被用者小３終了前特例給付  延べ 8,921人  51,600千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ２７０，４３９ 千円 
事 業 名 保育所保育実施委託事業 

国 支 出 金 ７１，９６５ 千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ３５，９８３ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他 ８９，２０８ 千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 ２ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ７３，２８３ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 保護者の就労等により保育にかける児童を保護者に代わって保育するため,市内の民間

認可保育所及び市外の認可保育所に保育の実施を委託し，保護者が仕事と子育ての両立が

図れるように努めました。 

 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 

 

◎保育の実施に要する保育費用の支弁 

  ・富里保育園    延べ2,488人  132,160千円 

  ・こひつじ保育園  延べ1,465人  90,978千円 

  ・市外保育所    延べ 758人  47,301千円 

 

 

 

決 算 額 １０７，３６０ 千円 
事 業 名 葉山保育園運営事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他 １８，７６７ 千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 ５ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ８８，５９３ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

 市立保育園において児童の保育を実施しました。また，今年度から一時保育を実施する

など保育内容の充実に努めました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 

・ 95人（定員 90人）の児童（1歳児から 5歳児）の保育を実施 
・ 正職員 14人（事務職 2，保育士 10，調理員 1，用務員 1)、臨時職員４人（保育士 4：
育休対応 1）、非常勤職員５人（保育士 3，栄養士 1，調理員 1）で事業を運営 

・ 一時保育利用者 延べ 265名 
・ 延長（時間外）保育利用者 述べ630名 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ２３３ 千円 
事 業 名 保育所地域活動事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 １３７ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 ５ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ９６ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 在園児を通して地域や子育て家庭等との交流事業を実施しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 

・ 人形劇「ねずみの嫁入り」上演（９１名） 
・ 九十九荘交流保育 4回（5／26，7／28，10／22，3／18） 
・ 前年度卒園児交流（8／6：夏祭り） 

 

 

決 算 額 ２２，１３０ 千円 
事 業 名 葉山保育園園舎改築事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 ５ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２２，１３０ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 老朽化した園舎の整備により保育環境の改善を図り，特別保育事業の一層の充実を目的

で園舎の増改築を実施するため，葉山区集会所移転補償を行いました。 

 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 

 

◎葉山区集会所移転補償 

木造 平屋建137.46㎡ 

 

 

決 算 額 ５０１ 千円 
事 業 名 子育て支援事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ２５０ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ２ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 ５ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２５１ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 

子育て家庭の支援事業（育児相談，園庭開放，情報提供）を実施しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

・ 園庭開放（おうまの親子）月１回実施に 40組 83人が参加 
・ 育児相談を随時開設 
 



 

 

 ３ 高齢者の福祉と参加   
 

決 算 額 １，２９６ 千円 
事 業 名 生きがいデイサービス事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １，２９６ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 家に閉じこもりがちな一人暮らしの高齢者等を対象に公共施設を利用した通所サービ

スを実施し,介護予防のための健康チェックや趣味・給食・外出等の支援によって一人暮

らし高齢者の孤独感の解消,社会参加の促進及び健康の増進を図ることができました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 

◎市社会福祉協議会業務委託 
・北部コミセン  毎月第２・第４金曜日実施（合計 24回，平均 16人） 

   （平成 15年度～） 延べ 385人 
・福祉センター  ６月～12月第１・第３水曜日（合計 12回、平均 11人） 

   （平成 16年度～） 延べ 132人 

 

 

決 算 額 ５，０８３ 千円 
事 業 名 徘徊高齢者家族支援事業・ねたき

り老人等紙おむつ給付事業 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ６６９ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ４，４１４ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 在宅のねたきり老人等に紙おむつの給付や徘徊高齢者の位置検索ができる発信機を貸

与することにより,介護者及びその家族の経済的・精神的な負担の軽減を図ることができ

ました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎徘徊高齢者家族支援事業 新規利用者 ２人 
◎ねたきり老人等おむつ給付事業 
・給付者数  169人（内新規 40人） 
・給付総枚数 84,880枚 

 

 

 



 

 

決 算 額 ４，２５４ 千円 
事 業 名 給食配食サービス事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ２，２９７ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他 １，２７６ 千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ６８１ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 
 

 一人暮らし高齢者等食事の調理が困難な方に配食サービスを実施することにより，当該

利用者の安否を確認し健康状態を把握するとともに栄養のバランスのとれた食事を提供

することにより，疾病の予防を図る事が可能となり高齢者等の健康維持を図ることができ

ました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 

◎配食実施者数 50人 
◎総配食数   延べ 4,254食 
◎実施日    月・水・金の週３回昼食の配食及び安否の確認 

 

 

決 算 額 ４，５４５ 千円 
事 業 名 移送サービス事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ４，２７８ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他 ２４５ 千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２２ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 
 

 在宅のねたきり，または車いすを利用している老人等が，居宅と在宅福祉サービスを提

供する場所や医療機関等の場所との間を一般の交通機関を利用して移動することが困難

な方に対して移送サービスを提供することにより，家族の負担軽減と老人福祉の向上を図

ることができました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 

◎貸出し用リフト車利用者実人数 10人  年間走行距離 4,025km 
◎市社会福祉協議会業務委託（専用車両での開始は平成 14年６月から） 
  ・利用登録者数     68人 
  ・サービス提供日数  240日 
  ・利用総回数     860回（往復 810回・片道 50回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ３，０３５ 千円 
事 業 名 老人日常生活用具給付事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ２，３９９ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ６３６ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 心身または身体に不安を抱えているおおむね65歳以上のひとり暮らしの方に,電磁調理

器の給付や老人用電話の貸与及び緊急通報装置の貸与をすることにより,日常生活の便宜

を図ることができました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 

◎老人用電話貸与     実績  ２台 
◎緊急通報装置貸与者数      70人 
◎緊急通報装置設置台数  新規  15台 

 

 

決 算 額 １４，６９２ 千円 
事 業 名 在宅介護支援センター運営事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ４，６４９ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １０，０４３ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 在宅のねたきり老人,認知症老人等の介護者に対し在宅介護に関する総合的相談に応

じ,ニーズに対応した各種の保健・福祉サービスが総合的に受けられるよう各種機関との

連絡調整等の便宜を供与し,要介護者及びその家族の福祉の向上を図ることができまし

た。 

 
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 

◎実態把握件数  九十九荘 229件，龍 岡 89件  合計 318件 
◎年間相談実人数 九十九荘 260人，龍 岡 184人  合計 444人 
◎年間相談延人数 九十九荘 402人，龍 岡 702人  合計 1,104人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ５，５７６ 千円 
事 業 名 はり・きゅう・マッサージ等利用

者助成事業 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ５，５７６ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 はり・きゅう・マッサージ等の施設（登録施術所）の利用者（富里市に住民登録のある

50 歳以上）に，施術に要した費用の一部を助成することにより，市民の健康維持を図る
ことができました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 

◎利用券発行人数   1,022人 
◎利用枚数    延べ 7,965枚 
◎登録施術所数     59個所 

 

 

決 算 額 ７，６９７ 千円 
事 業 名 敬老会事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ７，６９７ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

「敬老の日」の行事として，70歳到達及び 75 歳以上のお年寄りと，結婚 50周年を迎
えたご夫婦に，多年にわたり社会に尽力されたことに敬意を表するとともに，長寿をお祝

いして祝品の贈呈及び敬老会を催し，老人福祉の増進を図ることができました。 
 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎祝品贈呈者 
  内訳 70歳到達者   359人 
     75歳以上   2,731人 
     結婚 50周年   39組 
     満 100歳     ０人 
◎敬老会出席者 1,640人 出席率 37.2％（対象者 4,404人） 
   ＊対象者は，70歳以上・結婚 50周年・老人代表の人数 
◎敬老会祝品 3,090個（寿茶、焼きのり、梅昆布茶） 
◎敬老会時弁当・飲物・飴  各 2,000個 
 

 

 

 

 

 

 



 

 
決 算 額 １，１０６ 千円 

事 業 名 福祉センター運営事業 
国 支 出 金  千円 

主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 
地 方 債  千円 

基本計画施策体系 第２章 － ３ 
そ の 他  千円 

款 項 目 ３ 款 １ 項 ５ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １，１０６ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

高齢者の健康の保持及び増進を図るために，高齢者体力づくり・健康づくり事業の推進，ま

た高齢者の学習需要に応じた各種講座等を実施しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎手芸教室         （12回） 延べ 144人 
◎フラワー教室       （12回） 延べ 147人 
◎園芸教室         （６回）  延べ 78人 
◎絵手紙教室        （12回） 延べ 147人 
◎実用書道教室       （12回）  延べ 110人 
◎高齢者ふれあいウォーキング（２回）    82人 

 

 

決 算 額 ３，０９２ 千円 
事 業 名 老人クラブ助成事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 １，０９７ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ３ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ５ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １，９９５ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

老人クラブの育成・強化を図り，高齢者の生きがいと健康づくりに資する活動や事業を実施

しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎単位老人クラブ数 36クラブ（その他非適正クラブ２クラブ） 
◎老人クラブ会員数 1,548人 
◎実施事業 
  ・囲碁・将棋大会，芸能大会，作品展，特選演芸会，運動会，ゲートボール大会， 

社会奉仕活動，県外研修等 
・シルバー体操 （23回） 延べ 958人 
・カラオケ教室 （24回） 延べ 254人 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 ４ 障害者の福祉と参加   
 

決 算 額 １，５５８ 千円 
事 業 名 福祉タクシー助成事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ４ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ４ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １，５５８ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 市内に住所を有する重度心身障害者が外出のためタクシーを利用する場合に，年間 24
回まで（人工透析療法を受けているものは年間 48回まで）利用１回につき 1,000円を限
度額として，乗車料金の２分の１の額を助成します。 
 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 

 

◎利用者 延べ 1,236人 
◎協力タクシー会社 18社 

 

 

決 算 額 ２０３，０９４ 千円 
事 業 名 障害者支援費施設訓練等支援事

業 国 支 出 金 ９７，３２２ 千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ４ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ４ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １０５，７７２ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 身体障害者及び知的障害者の施設入所や施設での訓練等を実施することにより，障害者

福祉の増進を図りました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 

 

◎身体障害者更生施設 ３人 

◎身体障害者授産施設 ４人  通所 １人 

◎身体障害者療護施設 ２人 

◎知的障害者更生施設 30人  通所 38人 

◎知的障害者授産施設 ４人  通所 ５人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ３２，２７８ 千円 
事 業 名 障害者支援費居宅生活支援事業 

国 支 出 金 １８，２８１ 千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ６，８９７ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ４ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ４ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ７，１００ 千円 
〔事業概要及び成果〕 

 身体障害者，知的障害者及び障害児に各種サービスを提供することにより，在宅での生

活支援を実施し，障害者福祉の増進を図りました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 

 

◎ホームヘルプサービス（身体障害者143人・知的障害者36人・障害児７人） 

◎デイサービス    （身体障害者 ０人・知的障害者59人・障害児95人） 

◎ショートステイ   （身体障害者 ７人・知的障害者128人・障害児77人） 

◎グループホーム（知的障害者のみ）28人 

 

 

決 算 額 ５，５３７ 千円 
事 業 名 マザーズホーム運営事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ２，３９６ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ４ 

そ の 他 １，１６７ 千円 
款 項 目 ３ 款 ２ 項 ６ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １，９７４ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 
 

就学前の障害児（言語障害・肢体不自由・知的障害）への日常生活における基本的動作
の指導及び集団生活への適応の訓練を実施するとともに，その保護者に対する療育知識の普及

啓発に努めました。 
また，心理・理学療法士などの専門員による発達相談・指導を実施しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎在籍児童数  言語障害：52人（外相談４人） 肢体不自由・知的障害：21人 
◎専門員による発達相談・指導 
・理学療法士（年 13回） 
・小児神経科医（年８回） 
・音楽療法指導員（年７回） 
・認定心理士（心理相談）（年 36回） 

  ・言語障害児教育指導員（育児相談）（年４回） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 ５ 健康づくりの推進   
 

決 算 額 ３１，５６４ 千円 
事 業 名 予防事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 健康推進課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ５ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ４ 款 １ 項 ２ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ３１，５６４ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

 病気（感染症）を予防するため予防接種を実施し，病気の蔓延を防ぎました。また，個

別の予防接種については，郡内で相互乗り入れを行い体制の整備を図りました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          実施人数 
・日 本 脳 炎  1,957人 
・三 種 混 合  1,750人 
・二 種 混 合   420人 
・麻  し  ん   460人 
・風  し  ん   760人 
・ポ  リ  オ   813人 
・インフルエンザ（65歳以上）3,306人 
   

 

 

決 算 額 ２，４４２ 千円 
事 業 名 結核対策事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 健康推進課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第 2章 － ５ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ４ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２，４４２ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

 依然なくならない結核に対して，ツベルクリン反応検査，BCG予防接種，結核検診， 
結核精密検査を実施し，結核予防に努めました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 

◎ツベルクリン反応検査（被判定者数） 幼児：509人 
◎BCG予防接種  幼児：501人 
◎結核検診     7,414人 
◎結核精密検査   60人 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 １６，９５７ 千円 
事 業 名 母子衛生事業 

国 支 出 金 ４３８ 千円 
主 管 課 健康福祉部 健康推進課 県 支 出 金 ４６９ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ５ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ４ 款 １ 項 ４ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １６，０５０ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 母子保健法に基づき，次代を担う子供が健やかに生まれ育つため，各種健診等の実施に 
努めました。また，受診者への個別通知や個別訪問等を行い，受診率の向上及び子育てに

関する不安の解消等に努めました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 

◎健診受診状況      対象者数  受診者数 
 ・乳児健診     … 411人 … 382人 
 ・１歳６か月児健診 … 413人 … 391人 
 ・３歳児健診    … 463人 … 406人 

 

 

決 算 額 ３１，５７８ 千円 
事 業 名 乳幼児医療対策事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 健康推進課 県 支 出 金 １５，０５５ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ５ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ４ 款 １ 項 ４ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １６，５２３ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 乳幼児保護者の経済的負担の軽減を図るため，乳幼児の長期の疾病にかかる医療のう

ち，法令等に基づく医療給付を受けられない医療について，その費用の全部または一部を 

助成しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 

◎扶助件数 
 ・通院  15,364件 
 ・入院    265件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ９２，４４７ 千円 
事 業 名 老人保健事業 

国 支 出 金 ７，８９５ 千円 
主 管 課 健康福祉部 健康推進課 県 支 出 金 ９，１８７ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ５ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ４ 款 １ 項 ５ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ７５，３６５ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 老人保健法に基づき，成人病等の疾病の早期発見と予防のため各種検診及び保険事業を 

実施しました。 

 受診者への個別通知等を行い，受診率の向上に努めました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎検診受診状況    受診者数    要精検者数 
 ・基本健康診査   7,761人 …  1,872人 
 ・肺がん検診    7,414人 …    60人 
 ・胃がん検診    1,675人 …   192人 
 ・大腸がん検診   1,956人 …   122人 
 ・子宮がん検診   3,096人 …    15人 
 ・乳がん検診    3,129人 …   211人 

 

 

 

 ６ 社会保障の充実   
 

決 算 額 ２８，９１１ 千円 
事 業 名 国民年金事業・協力，連携事業 

国 支 出 金 １９，７３８ 千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ２ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ９，１７３ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

老後の安定した収入としての年金権を確保するため，無年金者の防止やより高額な年金 

が受給できるように制度の周知を図りました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 

◎年間平均被保険者数 11,258人 

◎年金相談会の実施    12回 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 １９３，６７２ 千円 
事 業 名 介護保険繰出事業 

国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部 介護保険課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 ７ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １９３，６７２ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

 介護給付費の市負担分と事務費（国庫補助金等を除く）を一般会計から繰り出す事業で

す。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 

◎介護給付費繰出金 
  介護給付及び予防給付に要する額の１００分の１２．５ 
◎事務費繰出金（国庫補助金等を除く。） 
  要介護認定経費，保険料賦課徴収経費，電算処理経費及び一般的事務経費 

 

 

決 算 額 ４２４，３５３ 千円 
事 業 名 生活保護事業 

国 支 出 金 ３１７，１２７ 千円 
主 管 課 健康福祉部 社会福祉課 県 支 出 金 ２０，７０９ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 ７，７７７ 千円 
款 項 目 3 款 ３ 項 ２ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ７８，７４０ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

日本国憲法第２５条で保障された最低限度の生活を保障するため，生活困窮者の健康で

文化的な生活の維持と自立の助長に努めました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・生活扶助費  109,628,217円 
・住宅扶助費   46,394,345円 
・教育扶助費   2,139,147円 
・医療扶助費  243,036,998円 
・介護扶助費   16,474,448円 
・出産扶助費       0円 
・生業扶助費    109,327円 
・葬祭扶助費    111,930円 
・ 保護施設事務費 6,458,271円 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 １，６４５，５５９ 千円 
事 業 名 一般被保険者療養給付事業 

(国民健康保険特別会計) 国支出金 ６１２，９９４ 千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県支出金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第 2章 － ６ 

そ の 他 ２，２１７ 千円 
款 項 目 ２ 款 １ 項 １ 目 

財源

内訳 

一般財源 １，０３０，３４８ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

一般被保険者の保険医療機関等における保険診療（現物給付）に対する療養の給付を行

いました。 

 ９割・８割又は７割給付（自己負担70歳以上一般１割，70歳以上一定以上所得者２割，

３歳未満２割，70歳未満３割） 

  
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 

◎診療件数 127,942件 

◎被保険者数（年間平均）15,677人 

 

 

決 算 額 ４６６，１８６ 千円 
事 業 名 退職被保険者等療養給付事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第 2章 － ６ 

そ の 他 ２７９，５６４ 千円 
款 項 目 ２ 款 １ 項 ２ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １８６，６２２ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 
 

退職被保険者等の保険医療機関等における保険診療（現物給付）に対する療養の給付を

行いました。 

９割・８割又は７割給付（自己負担70歳以上一般１割，70歳以上一定以上所得者２割，

３歳未満２割，70歳未満３割） 

 
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 

◎診療件数 33,832件 

◎被保険者数（年間平均）2,124人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 １３，０７９ 千円 
事 業 名 一般被保険者療養費負担事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金 ４，８７２ 千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ２ 款 １ 項 ３ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ８，２０７ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 一般被保険者が保険医療機関等で療養の給付（現物給付）を受けることが困難な場合，

被保険者が療養に要した費用を一時支払い，事後においてその費用の保険給付割合の額を

療養の給付に代えて療養費（現金給付）の支給を行いました。 

 
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

◎療養費（現金給付）支給件数 1,993件 

 

 

決 算 額 ３，３８３ 千円 
事 業 名 退職被保険者等療養費負担事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 ２，０２５ 千円 
款 項 目 ２ 款 １ 項 ４ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １，３５８ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 
 

退職被保険者が保険医療機関等で療養の給付（現物給付）を受けることが困難な場合，

被保険者が療養に要した費用を一時支払い，事後においてその費用の保険給付割合の額を

療養の給付に代えて療養費（現金給付）の支給を行いました。 

 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
◎療養費（現金給付）支給件数 429件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 １５６，０７７ 千円 
事 業 名 一般被保険者高額療養費負担事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金 ５８，１４１ 千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 ８２，３１９ 千円 
款 項 目 ２ 款 ２ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １５，６１７ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 一般被保険者が医療費を月に一定額以上負担したとき，基準額を超えた分を高額療養費

として支給します。 

自己負担限度額（月額） 

課税世帯（上位所得世帯）     139,800円  

課税世帯（上位所得世帯以外の人） 72,300円 

非課税世帯等                   35,400円 

 
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

◎高額療養費支給件数 1,699件 

 

 

決 算 額 ４３，８６４ 千円 
事 業 名 退職被保険者等高額療養費負担事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 ２６，２５２ 千円 
款 項 目 ２ 款 ２ 項 ２ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １７，６１２ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 
 

退職被保険者が医療費を月に一定額以上負担したとき，基準額を超えた分を高額療養費

として支給します。 

自己負担限度額（月額）               

課税世帯（上位所得世帯）         139,800円  

課税世帯（上位所得世帯以外の人）     72,300円 

非課税世帯等                       35,400円 

 
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

◎高額療養費支給件数 418件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ３４，５００ 千円 
事 業 名 出産一時金負担事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 ２３，０００ 千円 
款 項 目 ２ 款 ４ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １１，５００ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

被保険者が出産したとき，出産一時金を世帯主に支給します。 

（１件 300,000円） 

 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

◎出産一時金支給件数 115件 

 

 

決 算 額 ２４，６００ 千円 
事 業 名 葬祭費負担事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第 2章 － ６ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ２ 款 ５ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ２４，６００ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

被保険者の死亡により葬祭を行った者に葬祭費を支給します。 

（１件 100,000円） 

 
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
◎葬祭費支給件数 246件 

 

 

決 算 額 ９６８，０１１ 千円 
事 業 名 老人保健医療費拠出事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金 ３５０，５１３ 千円 
主 管 課 健康福祉部  国民年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 ９１，７３０ 千円 
款 項 目 ３ 款 １ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ５２５，７６８ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

老人保健法に該当する被保険者の医療費に対する拠出金の支払いを行いました。（社会

保険診療報酬支払基金へ） 

 
〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

◎国民健康保険加入老人保健医療給付対象者数（年間平均） 3,014人 

 



 

 

決 算 額 ３２８，８０９ 千円 
事 業 名 介護納付金納付事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金 １３１，５２３ 千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ４ 款 １ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 １９７，２８６ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

介護保険法に該当する第２号被保険者の介護給付費に対する納付金の支払いを行いま

した。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
◎国民健康保険加入第２号被保険者数（納付対象者数） 7,712人 

 

 

決 算 額 ３，２７５ 千円 
事 業 名 保健事業 

(国民健康保険特別会計) 国 支 出 金  千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県 支 出 金  千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他  千円 
款 項 目 ６ 款 １ 項 １ 目 

財源

内訳 

一 般 財 源 ３，２７５ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 

被保険者の疾病予防及び健康管理の啓発事業を実施しました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 

◎短期人間ドック利用者 男性 44人（日帰り14人・１泊2日30人） 

            女性 26人（日帰り９人・１泊2日17人） 

            脳ドック（再掲）23人  

◎健康優良世帯 318世帯 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

決 算 額 ２，０２２，９８２ 千円 
事 業 名 老人医療費給付事業 

(老人保健特別会計) 国支出金 ５１９，２４５ 千円 
主 管 課 健康福祉部  国保年金課 県支出金 １３２，４８７ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 １，２４６，９２９ 千円 
款 項 目 １ 款 １ 項 － 目 

財 源

内 訳 

一般財源 １２４，３２１ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

老人保健法に基づき，原則として７５歳以上の住民が老後において安心して医療を受け

るために，保険診療（現物給付）及びそれ以外の療養費(現金給付)に対する医療費の適切

な給付を行いました。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 

◎診療件数：現物給付81,303件, 現金給付：3,354件 

◎老人保健医療受給者数（年間平均）3,633人 

 

 

 

決 算 額  ２５，８３６ 千円 
事 業 名 総務事業（介護保険特別会計） 

国 支 出 金    ４２０ 千円 
主 管 課 健康福祉部 介護保険課 県 支 出 金    ８８２ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他  千円 
款 項 目 １ 款  項  目 

財源

内訳 

一 般 財 源  ２４，５３４ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 

 一般的な事務経費の管理，第１号被保険者分介護保険料の賦課徴収，要介護等の調査認

定及び各種業務の電算システム化等を総括的に実施する事業です。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎被保険者数（平成 16年度末の住民登録及び外国人登録より） 
  ・総人口 51,229人 
  ・65歳以上 6,570人（高齢化率 12.82％） 
  ・40歳以上～64歳まで 19,374人 
  ・要介護等認定者数 796人 
◎保険料賦課徴収状況（平成１６年度現年分） 
  ・被保険者数 6,813人 
  ・賦 課 総 額 225,534,000円 
  ・収 納 総 額 217,893,200円 
  ・収 納 率 96.61％ 
 

 
 
 
 
 
 



 

 

決 算 額 １，２４９，６６２ 千円 
事 業 名 保険給付事業 

（介護保険特別会計） 国支出金 ３１０，４３４ 千円 
主 管 課 健康福祉部 介護保険課 県支出金 １６０，００２ 千円 

地 方 債  千円 
基本計画施策体系 第２章 － ６ 

そ の 他 ３９８，６０３ 千円 
款 項 目 ２ 款  項  目 

財 源

内 訳 

一般財源 ３８０，６２３ 千円 
〔事業概要及び成果〕 
 
 
 
 

 介護保険制度における介護サービス費用の保険給付分（９割）について，国保連合会を

通して現物給付（原則１割自己負担）による支出と福祉用具購入費等の償還払いによる支

出からなる事業です。 

〔事業規模等（数量等に関する説明）〕 

 介護サービス利用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎居宅介護サービス 15,456件  507,617千円 
 内訳 要支援  2,591件   44,666千円 
    要介護 12,865件  462,951千円 

◎施設介護サービス 205人 延べ 2,417件 731,942千円 
 内訳 介護老人福祉施設 77人 介護老人保健施設 80人 
    介護療養型医療施設 48人 
 

 


